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日本の太平洋戦争後の財閥解体後に登場した従業員から昇進して取締役となった専門経営
者の直面したものとはかなり異なる地道な努力と長期にわたる忍耐が強いられたものといえ
る。ここでは創業経営者の成功要因についてその一端を考えるものとする。
（1）戦略と計画策定:日常業務とは距離をおく事
三品和広によると，経営の成功をもたらす重要事項は，日常のルーティン・ワーク，日
常業務の管理と監督，そして，事業内容の転換を含めた事業内容の継続，事業内容変更の
意思決定，立地を初めとする経営戦略作成という数点となる。これら三分野の成功をもた
らす知恵が経営の成功に大きな役割を果たすという，それぞれに異なるタイプの能力が経
営の成功に大きな役割を果たすものといえよう。それぞれの事項の間に関連はなくはない
が，それ等の三分野の成功には異なる能力が必要とされている。その上，事業の成功に向
けた知恵というものは，知性というよりは，使命感，地道な努力，運をつかむための直進的
な努力等であり，いわゆる知性とは異なる特性のようにも見受けられる（19）。
（2）創業者の英知：チャンスの発見
経営戦略とか戦術が知性とされるのであれば，事業創造者のそれは，知性の中でも一段
と高い貴重なものといえそうだ。強い使命感，社会に対する奉仕精神，さらには，事業活動
の成功に懸けた情熱，失敗を厭わない努力，地道で長期における忍耐と新たな事業機会に
関する情報収集に向けた努力の継続から成功に向けた機会が到来する。しかし，事業活動
に成功するための情報はなかなかつかめない。
成功に向けたチャンスをみつけることは困難なことが多い。そうした前述の努力を全て
満たしても，成功のチャンスが訪れるとは限らない。しかも，まれに訪れる機会を経営者
が見逃すことが多い。多くの努力と試練を乗り越えて，しかも少ない事業機会を活用して
こそ，事業活動の成功がえられる。極めて僅かなケースのみしか成功の機会を獲得するこ
とはできない。それは，理性とか知性ではなく，地道な活動を継続する鈍，根がやがて運に
結び付くものとなり，成功の契機をつくるものとなる。企業の成功に向けた強い根性を持
ち，成功，不成功などにお構いなしにただ自己の目指した理想に向けて鈍重に努力を重ね
て，初めて運勢をつかむというのが実態である。経営の成功の基本は社会奉仕に向けた高
度な使命感にある。
それは，単なる知識ではなく，また効率を重視する知恵でもなく，人当たりの良さとい
うような能力でもない，愚かなくらいに正直な努力と，時間をかけた根性の強さのうえに，
チャンスをつかむ鋭さが求められる。使命感，奉仕精神，社会性，継続した地道な努力，
チャンス獲得の習性などの多くの個性が成功の基盤をなす。その上で，強い根性，本業を
守る正直さ，運をわがものとする感性が事業の成功につながる。それは知性というよりは
社会事業に対する使命感，本業を尊重する愚直さ，チャンスをつかむ理性などの合成物が
事業の成功を保障するものとなる。鈍，根の強さも創業経営者の成功を確実なものとする。
高度な使命感プラス鈍，根が運を引き寄せるものとなる。
（19）  三品和広（2007年）『戦略不全の因果：1013社の明暗はどこで分れたか』東洋経済新報社。
菊沢研宗（2014年）「経営戦略論のフロンティア」日本経営学会報告。
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結論と課題：使命感を支えた感性の経済学的検証
三品は，日本的経営の衰退要因として，新たな時代に対応する戦略策定能力のない専門経
営者の欠陥と管理にのみ目を向けた従業員による自己保身のなせる業という評価を下して
いる。そこで，彼は1990年代からの日本の経営の衰退とそれをもととした日本経済の停滞要
因を，日本の専門経営者（MBA）がアメリカの創業経営者に敗退した結果であるとの推論を
下している。日本の専門経営者の問題点を指摘して，本稿での結論に代えるものとする（20）。
1．管理職代行の経営者，戦略転換に遅れ
経営の本質は組織における日常業務の管理ではなく，また，組織の変革でもなく，あく
までも新たな時代の変化に対応する正しい事業戦略の提示にある。また，その基本方針に
沿い，企業組織の在り方の変革に向けた提案を出すことにある。
正しい経営戦略を提示できない企業のトップは経営者としては，その役割を果たしてい
ない。能力不足で現場管理担当の管理職の職責を奪う経営者は多いが，それは現場管理職
に委ねて，時代転換と社会情勢を見極めての戦略転換に対応することが肝要である。日本
の専門経営者の欠陥の一つがここにある。ここでは，20世紀末に日米経営戦略の命運をか
けた創業経営者と専門経営者の運命を紹介して，日本的経営論点検の結論とする。
（1）経営人材の育成を怠ること
日本企業では，時代の転換に対応した正しい戦略を遂行する経営人材の育成を怠り，職
場の管理を適正に行う管理職の育成に充分な配慮をしていないことが重大な欠陥となる。
採用活動は，人事担当者と人員要求をした管理職に決定権があり，面接者は自分の意向
に沿う人材を採用して，自分の部下とシンパを育成し，自分の取り巻きを拡大することを
目指す。結果としては，必ずしも優れた人材ではない人事部長や管理職と同類の人材が組
織内に増えて，やや人間関係に問題はあるが経営戦略の策定に才能のある人材が排除され
る。かくして，日本企業は，正しい経営戦略を策定する人物を採用試験の段階で排除して
きた。多くの企業では，同じような人材が同じような間違いを繰り返している。日本企業
のシステムは，新たな考え方や，真剣な戦略形成に向けた討論がなされることなく停滞し
て今日に至るのである（21）。
（2）階層制が機能せずに取締役が信頼されない事
組織は，その意思決定をする最終責任者としての取締役が権威を持ち，その決定を管理
職と社員に伝える階層制が採用されてきた。終身雇用の上位機関は下部組織からの信頼の
上にこうしたシステムが機能している。下位組織からの信頼が上位機関の権威を高める源
泉となる。上位組織は厳正な判断を行い，下位機関を指導する立場にあるのだ。
十分に用心した言動が上位機関には求められているものといえよう。上位機関たる取締
役会の権威を高める活動がおろそかにされたことが，下位機関からの信頼を失う契機と
なったものとみられる。
（20）  三品和広（2005年）『経営は10年にしてならず』東洋経済新報社。
（21）  三品和広（2007年）『戦略不全の因果：1013社の明暗はどこで分れたか』東洋経済新報社。
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（3）創業者の英知：使命感と成功
経営戦略とか戦術が知性とされるのであれば，事業創造者のそれは，知性の中でも一段
と高い貴重なものといえそうだ。強い使命感，社会に対する奉仕精神，さらには，事業活動
の成功に懸けた情熱，失敗を厭わない努力，地道で長期における忍耐と新たな事業機会に
関する情報収集に向けた努力の継続から成功に向けた機会が到来する。しかし，事業活動
に成功するための情報はなかなかつかめない。
成功に向けたチャンスをみつけることは困難なことが多い。企業経営における成功は必
要な努力を全て満たして，しかもまれに訪れる機会を見逃すことが多い。多くの努力と試
練を乗り越えて，しかも少ない機会を活用してこそ，事業活動の成功がえられる。極めて
僅かなケースのみしか成功の機会を獲得することはできない。それは，理性とか知性では
なく，良く言う，鈍，根がやがて運に結び付くものとなり，成功の契機をつくるものとなる。
2．今後の検討課題
日本的経営の本質に関する点検に際しては，以下のごとくの多くの課題が考えられる。
未だに充分に解明されていない課題が多く，ここでは，今後の確認事項として問題提起
を行うものとする。それらは，以下の三点に集約されている。
（1） 資本主義の発展段階と時代の大転換の確認：日本社会における近代化の遅れを反映
したイエ意識と人権尊重に関する希薄な意識の前近代性と日本的経営との関係性の
研究が求められている。
（2） 創業経営者と専門経営者の格差と共存関係：日米間の経営覇権をめぐる闘争，次世
代経営者育成の遅れに関する検証が必要とされている。
（3） 管理と経営の区分：戦略形成とその実行に向けた意気ごみと戦略経営部門の拡充の
方策の検証等が期待されている。
 （2015.7.22受稿，2015.9.15受理）
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〔抄　録〕
太平洋戦争後の1950年代に登場した日本の経営システムはアメリカの経営学者アベグ
レンにより日本的経営として世界に紹介された。そこでは，企業内の従業員間における家
族的な連携による経営方式に加えて，終身雇用制，年功序列制，企業別組合をその特色と
みている。ここでは，年功序列制度を前提としたうえで，それを敗戦当時に活躍し，財閥解
体後の日本の経営を担ってきた若年経営者（専門経営者）に代えた定義を試みたい。アベ
グレンの定義に加えて従業員出身の若手経営者の経営方式として日本的経営を定義し，そ
うした発想の経済学理論による検証を試みるのが本稿の目的である。日本的経営は，太平
洋戦争の敗戦後における物資，資金の不足するなかで占領軍により実行された財閥解体と
いう大きな変化の中から開花したものである。設備老朽化などの深刻な事態の中で，従来
の間接金融方式から，出入り業者，従業員の持ち株で増資，社債の発行による直接金融方
式による資金調達に成功し，古い大株主の利益に反する経営戦略を採用することが可能と
なった。株主配当優先から出入り業者と従業員を尊重する企業経営を推進することが出来
た。しかし，1980年代の石油危機以降には，日本経済の停滞が始まり，終身雇用制度を始
め日本的経営論の強調する日本特有とみられていた企業経営の特色が後退した。
本稿は，日本的経営の発展要因を明らかにし，その制約要因も確認して，経営者の活動
を経済学の概念であるケイパビリティ論から検証しようとするものである。日本的経営を
推進してきた当事者にとり与件としての終身雇用制，ならびに機械工業の国際競争力の強
化という政策手段を駆使したターゲット政策という条件の下で経営者がいかなる努力をし
たかその努力と成果を検証しようとするものである。
